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○研究目的 

 当研究所は原子力災害によって引き起こさ

れる放射線被ばくに対する不安や恐怖など，心

理学的影響の状況について調査研究を行う。ま

た，そのような心理学的影響がどのようなメカ

ニズムによって引き起こされるのか，さらには，

原子力災害が引き起こす心理学的影響をより

小さくするために有効な心理学的対処方略を

開発することで被災者の精神健康の向上と復

興に貢献していくことを目指します。 

 
 
○研究メンバー 

＜研究代表者（研究所長）＞ 
 筒井雄二（福島大学共生システム理工学類・

教授） 
 
＜研究分担者（プロジェクト研究員）＞ 

高谷理恵子（福島大学人間発達文化学類・教

授） 
富永美佐子（福島大学人間発達文化学類・准

教授） 
 
＜連携研究者（プロジェクト客員研究員）＞ 
 氏家達夫（放送大学愛知学習センター・特任

教授） 
 木下冨雄（京都大学名誉教授，（財）国際高等

研究所フェロー） 
 坂田桐子（広島大学大学院総合科学研究科・

教授） 
 元吉忠寛（関西大学社会安全学部・教授）  
 
○研究活動内容 

事業１：乳幼児期における低線量汚染地域での

生活が子どもの社会的情動性の発達に及ぼす

影響に関する研究 

 当研究所ではこれまで，2011 年に発生した東

京電力福島第一原子力発電所の事故が福島県

で暮らす人々に与えた心理学的影響について，

心理学的手法を用いた研究を継続して行って

きました。これらの研究は，①原発事故が人々

にどのような心理学的問題を引き起こしたの

かについて明らかにする研究，②原発事故に起

因する心理学的問題がどのようなメカニズム

で引き起こされているのかを調べる研究，③原

発事故の被災者に対してどのような心理学的

ケアが有効であるのかについて明らかにする

研究など，３つの柱により構成されています。

原発事故が福島の人々に引き起こした重大な

心理学的被害に関する研究は，福島の人々が今，

直面している問題という意味だけではなく，今

後，世界のどこかで再び引き起こされるかもし

れない問題であるととらえる必要があります。

私たちはその時に備え，放射能と人々の心理と

の関係について今後も研究を続けていきたい

と考えています。 

 ところで，今年度，私たちが取り組んだ問題

は，①として紹介した「原発事故が人々にどの

ような心理学的問題を引き起こしたのか」にか

かわる問題です。私たちは原発事故が起こった

2011 年から，低線量放射線汚染地域である福島

市で暮らす小学生，幼稚園児と彼らの母親を対

象に原発事故に起因するとみられる心理的影

響について調査を行ってきました。事故から 11

年が経過した 2022 年，再び福島市で同様の調

査を行い，事故からの時間経過にともなう事故

に関連した心理的影響の推移について分析を

行いました。 

これらの成果の一部は，2022 年 9 月に行われ

た第86回日本心理学会および2023年 3月に行

われた日本発達心理学会第 34 回大会で発表し

ました。 

 
事業２：原発被害者の支援にかかわる事業 

 原発事故によって損害を受けた被災者たち

が，東京電力および日本政府を相手取った訴訟

を各地で行っています。 

 福島県浪江町もその一つで，2018 年 11 月に

浪江原発訴訟として福島地方裁判所に提訴さ

れています。同原告弁護団からの依頼に応じ，

研究所長の筒井は，私たち研究グループの研究



 

成果が被災者における事故に関連した心理的

被害を科学的に証明するデータとなりうると

判断し，福島地方裁判所宛，専門家としての意

見を書面にまとめて提出しています。また，同

裁判では原告弁護団より専門家証人として法

廷で証言するように依頼があり，それについて

も所長の筒井が応じています。 
一方，避難区域以外の地域に居住する住民ら

も同様，東京電力と日本政府を相手取り訴訟を

起こしています。いわき市民訴訟はその一つで，

仙台高等裁判所において控訴審が争われてい

ました。浪江訴訟と同様，原告側弁護団からの

依頼に応じ，所長の筒井は仙台高等裁判所宛，

専門家としての意見を書面にまとめて提出し

ています。 
 日本政府は 2022 年から帰還困難区域の一部

の避難指示を解除し，避難者らの帰還に向けた

事業（特定復興再生拠点事業）をはじめていま

す。これにより，避難生活を強いられてきた被

災者らの一部は自分の故郷に帰還することが

できるようになると期待されています。しかし

一方で，帰還することによって生じる可能性の

ある，新たな心の問題について当研究所では心

配をしています。今年度は特にこの問題に焦点

をあてて研究を行っていきたいと考えていま

す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


